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新帳票の記入要領
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帳票作成にあたっての留意事項



旧 新

加　入 加入資格を取得した職員の加入時期（4/1または10/1）が到来したとき 加入通知書 新規加入者明細表 P２

休　職 加入者が休職等の事由で一時的に掛金の拠出を中断するとき 休職開始通知書 拠出中断明細表 P３

復　職 休職中の加入者が復職により掛金の拠出を復活するとき 復職通知書 拠出復活明細表 P４

脱退者明細表 ※異動に伴い転出したときに使用 P６

新規加入者明細表 ※異動に伴い転入したときに使用 P２

氏名変更 結婚等により氏名の変更があったとき 氏名登録通知書 加入者氏名変更（訂正）連絡表 P５

加入者が1年未満で退職（死亡を含む）により加入者でなくなったとき 脱退通知書 脱退者明細表 P６

脱退・選択一時金給付申請書 P７

退職所得の受給に関する申告書 P８

加入職員が在職中に死亡したとき
年金受給権者が受給中又は待機中に死亡したとき

一時金給付依頼書（遺族用） 遺族一時金給付申請書

加入15年以上の年金受給権をもつ職員が退職し、年金給付を希望したと
き

年金給付依頼書 退職年金給付申請書 P９

掛金変更 加入・脱退等の発生により掛金月額が変更になるとき 上記帳票提出時に併せてご提出ください掛金変更通知書

各帳票新旧対照表

異　動 施設・団体間での異動が行われたとき 事業所異動通知書

脱　退

加入1年以上15年未満の職員が退職するとき

加入15年以上の年金受給権者が選択一時金を希望するとき
一時金給付依頼書（本人用）

種　　類 該　当　事　由

帳　　票　　名

備　　考

一時金を請求する場合は、「脱退・選択一
時金給付申請書」と「退職所得申告書」を
併せてご提出ください

記入例
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≪≪退職年金 新規加入者明細表≫≫

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

※「転入」欄には事業所（施設・団体）間の異動に伴

い転入する場合に「2」をご記入ください。その他の

場合はブランクとしてください。

※転入の場合（「2」を記入した場合）は「加入年月

日」欄に転入日をご記入ください。

加入年月日と入社年月日は同一の日付を記入して下さ

い。（4月1日または10月1日）

事業所番号をご記入くださ

い。

複写式のうち「三井住友信託銀行用」（三井宛てご提出

ページ）の「委託者名」欄には、委託者の名称（県社協）

をご記入下さい。

※転入の場合（「２」を記入した場合）は備考欄に

「異動前の事業所番号」をご記入ください。
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≪≪退職年金 拠出中断明細表≫≫

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

生年月日欄は任意記入欄です。

誤った加入者番号でのデータ登録を防止するために設けている項目

です。

生年月日のご記入がある場合、データとして登録済の加入者番号お

よび生年月日と一致しているかチェックを行います。

複写式のうち「三井住友信託銀行用」（三井宛てご提出ペー

ジ）の「委託者名」欄には、委託者の名称（県社協）をご記

入下さい。

掛金納付しない月は「納付しない

月の1日」を拠出中断事由発生年

月日としてください。

※休職日が月の途中の場合は、翌

月の1日を記入してください。

事業所番号をご記入くださ

い。

対象者の氏名をご記入くださ

い。
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≪≪退職年金 拠出復活明細表≫≫

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

生年月日欄は任意記入欄です。

誤った加入者番号でのデータ登録を防止するために設けている項目

です。

生年月日のご記入がある場合、データとして登録済の加入者番号お

よび生年月日と一致しているかチェックを行います。

複写式のうち「三井住友信託銀行用」（三井宛てご提出ペー

ジ）の「委託者名」欄には、委託者の名称（県社協）をご記

入下さい。

納付を再開する場合は「納付を開

始する月の1日」を拠出復活事由

発生年月日としてください。

※復職日が月の途中の場合は、翌

月の1日を記入してください。

事業所番号をご記入くださ

い。
対象者の氏名をご記入くださ

い。
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≪≪退職年金 加入者氏名変更（訂正）連絡表≫≫

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

変更前と変更後の氏名をご記入くださ

い。

複写式のうち「三井住友信託銀行用」（三井宛てご提出ペー

ジ）の「委託者名」欄には、委託者（県社協）の名前が入り

ます。
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≪≪退職年金 脱退者明細表≫≫

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

脱退事由欄には、脱退事由コードをご記入ください。

＜主な脱退事由コード＞

・自己都合：11

・会社都合：31

氏名変更がある場合

は、別途「加入者氏

名変更連絡票」をご

提出ください。

事業所番号をご記入ください。

複写式のうち「三井住友信託銀行用」（三井宛てご提出

ページ）の「委託者名」欄には、委託者の名称（県社協）

をご記入下さい。

事業所（施設・団体）間の異動

に伴う転出のときは「9」を記

入し、脱退事由欄・最終基準給

与月額欄はブランクとしてくだ

さい。

※転出の場合（「９」を記入した場合）は備考欄に

「異動後の事業所番号」をご記入ください。
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≪≪脱退・選択一時金給付申請書（加入者）≫≫

事由欄には、脱退事由コードをご記入ください。

＜主な喪失事由コード＞

・自己都合：11

・会社都合：31

受給資格算定の基礎となる期

間をご記入ください。

休職による中断期間がある場合、中

断期間（年・ヵ月）をご記入くださ

い。

※備考欄に休職期間（自）～休職期

間（至）をご記入ください。

ご本人記入欄

ご本人記入欄

ご本人記入欄

退職日をご記入ください。

※必ず口座名義（フリガナ・漢

字）をご記入ください

加入期間が1年以上15年

未満は「脱退」、15年以

上は「選択」に○をご記

入ください。

加入期間に応じた一時金

給付額をご記入ください。

※「給付金額の計算方

式」参照

加入者拠出金累計額をご記入くださ

い。

（加入月数×1,500円）

※休職期間は除く

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

記入不要です。
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≪≪退職所得の受給に関する申告書≫≫

受給者が記入した日

③欄

給付額の計算の基礎となる期間（給

付額算定期間）の自と至を記入する

欄となります。

勤続期間は、加入年数（1年未満は

切上げ）をを記入します。

Ｂ欄には本年中に他に受けた退職手当等を支払ごとにご記入し、源

泉徴収票を必ず添付してください。（Ｂ欄は源泉徴収票の記載内容

に基づきご記入ください）

②欄

在職中に障害者となったことが直接の原因で退

職した場合は「障害」を〇で囲み、（ ）に障

害等級、身体食害者手帳の交付年月日を記載し

ます。その他の人は「一般」を○で囲みます。

退職した年の1月1日現在で生活保護を受けて

いる場合は生活扶助の「有」を、その他の人は

「無」を○で囲みます。

脱退・選択一時金給付申請書

と併せてご提出ください。

ご本人記入欄
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≪≪退職年金給付申請書≫≫

ご本人記入欄

休職による中断期間がある場合、中

断期間（年・ヵ月）をご記入くださ

い。

受給資格算定の基礎となる期

間をご記入ください。

ご本人記入欄

ご本人記入欄

事由欄には、脱退事由コードをご記入くださ

い。

＜主な脱退事由コード＞

・自己都合：11

・会社都合：31
年金支給開始年月日及び支給終了年月日をご

記入ください。

※支給期間は10年間となります。

年金を給付する場合の記入例

退職日をご記入ください。

※必ず口座名義（フリガナ・漢字）をご記入くださ

い

加入者番号をご記入ください。

加入者拠出金累計額をご記入くださ

い。

（加入月数×1,500円）

※休職期間は除く

5桁の新契約番号を

ご記入ください。

（39014）

記入不要です。

加入期間に応じた年金額

（月額）をご記入くださ

い。

※「給付金額の計算方

式」参照
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①一時金の額

Ⅰ　加入期間が1年以上～15年未満の場合

加入期間に応じて新別表2に定める金額

Ⅱ　加入期間が15年以上の場合

A:規程改正後の新規程による算出額
多い方の額が支給額

B:規程改正前の旧規程による算出額

【算出式】

Aの場合 年金給付額（新別表1）×待機乗率（新別表3）×割引率（新別表5）×年金現価率（新別表4）

１　加入日～平成16年3月31日の間が15年以上の人

年金給付額（旧別表1）×待機乗率（旧別表3）×割引率（旧別表5）×年金現価率（旧別表4）
Bの場合

２　加入日～平成16年3月31日の間が15年未満の人

一時金給付額（旧別表2）÷定数92.29626×待機乗率（旧別表3）×割引率（旧別表5）×年金現価率（旧別表4）

②年金の額（月額）

A:規程改正後の新規程による算出額
多い方の額が支給額

B:規程改正前の旧規程による算出額

【算出式】

Aの場合 年金給付額（新別表1）×待機乗率（新別表3）

１　加入日～平成16年3月31日の間が15年以上の人

年金給付額（旧別表1）×待機乗率（旧別表3）
Bの場合

２　加入日～平成16年3月31日の間が15年未満の人

一時金給付額（旧別表2）÷定数（92.29626）×待機乗率（旧別表3）

給付金額の計算方式

〇用語の定義〇

・新規定･･･平成23年6月1日改正の規程

・新別表･･･上記新規程による付表

・旧規定･･･昭和62年4月1日より平成16年3月31日間の規程

・旧別表･･･上記旧規定による付表
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帳票作成にあたっての留意事項

(4)　基準給与月額について

(5)　加入者拠出月額について

(6)　各帳票の控えについて

留　意　点

　委託者名は「新潟県社会福祉協議会」となります。

　ご記入いただきました帳票については、複写部も含めすべてを本会にご提出ください。
　各施設・団体の控えとして、コピーをお取りいただき保管してください。

　定額制のため記入不要です。

　加入者番号の前が「ブランク」の場合と「0」の場合では別々のデータと認識されます。
　本制度では「ブランク」として処理いたしますので、ご記入いただく際にご留意ください。
　　　　（例）　〇「_ _10000100」　×「0010000100」

　契約番号は「39014」となります。

　定額制のため記入不要です。

(1)　委託者名について

項　目

(2)　契約番号について

(3)　加入者番号について
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Ⅰ 各帳票の送付先について

　　〒950-8575 新潟県新潟市中央区上所2-2-2　新潟ユニゾンプラザ3階　新潟県社会福祉協議会　総務管理課

※ 封筒表面に【県民間退職積立基金関係書類在中】と記載してください。

Ⅱ お問い合わせ先について

Ⅲ 各帳票の追加注文方法について

「帳票発送指示書」に必要事項をご記入のうえ、郵送またはFAX（※）で上記Ⅰの「新潟県社会福祉協議会　総務管理課」あてにご依頼ください。

※　FAX　：　025-281-5528

▶本制度に関する事項
▶各帳票の記入要領に関する事項　等

新潟県社会福祉協議会　総務管理課 025-281-5520

本会担当の連絡先等

お問い合わせ項目 お問い合わせ先 電話番号
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